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2013 年の中国の経済成長率は 8％台半ばに回復するだろう。これは潜在的な成長力

の水準に戻るということであり、楽観的な見方と言うことではない。しばらくは高い

成長を続けるだろうが、政治改革の遅れに伴う格差拡大や、いずれ労働人口が減少に

向かうことは成長の阻害要因になる。国有銀行を通じて国有企業におカネが向かい、

そこで不良債権が生まれても預金金利規制があるので銀行は困らない。そんな仕組み

がいまは機能している。それが維持できるかは、高い成長や家計の貯蓄が大きい状況

が続くかどうかにかかっている。  

日本企業は中国の労働者の人件費の増加に備える必要がある。尖閣問題で表面化し

たセキュリティ・リスクには情報の収集や分析の強化で対応するしかない。投資戦略

としてはブランド力を強化することが急務だ。これまでのような製品の性能重視の考

え方では韓国企業や中国企業と差別化できない。日本の経営者は現場力が弱いのでは

ないか。それに加えて消費者との距離も大きいのも問題だ。 
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司会：実哲也・企画委員（日本経済新聞論説副

委員長） 皆さん、こんにちは。きょうは新春の

経済見通しの一環として、一番関心があるテーマ

だと思いますけれども、中国経済の見通し、こう

いった日中関係を踏まえて、日本の企業にとって、

どう考えればいいのかというようなことも踏ま

えて、富士通総研の柯隆さんにお話をしていただ

きたいと思います。 

柯隆さんは、多くの方がご存じのように、日本

における中国問題の権威の一人ということで、富

士通総研には 98年からですから、もう 14年間で

ございますが、日本の大学も出られ、日本に来ら

れて 25 年ということですので、日本の見方とい

うのも十分ご存じの方であります。 

昨年の 1月に続いて、今回 2回目、日本記者ク

ラブにご登壇いただくということですので、貴重

なお話をいただけるのかと思います。 

それでは、よろしくお願いいたします。 

 

柯隆：富士通総研経済研究所主席研究員 皆様、

明けましておめでとうございます。ことしもよろ

しくお願い申し上げます。昨年に続きまして 2回

目の登壇をさせていただきまして、昨年は、正直

に申し上げると、少し緊張していまして、全部録

画されるものですから、しかも YouTube に丸々公

開されまして、去年 1年間、この間計算してみま

したら、15 回中国に行きましたが、まだ逮捕さ

れていませんで、きょうは少し、そういう意味で

はリラックスして、全く無警戒ではございません

が、少し警戒の気持ちを緩めてお話をさせていた

だきたいと思います。 

いまのこのタイミングで皆様に中国の話につ

いて申し上げるというのは、私はタイミングとし

て悪くないと思いますが、ただし、話したいこと

は山ほどありまして、私のコアな時間、スピーチ

させていただける時間は 60 分で、ただ話したい

ことはたくさんあるのに 60 分で終わらなければ

いけないということですけれども、しかしながら、

中国人に時間厳守を求めるのはそもそも無理な

注文でございまして、適当な時間に終わるだろう

と、ひとつよろしく申しあげます。 

では、せっかくの機会ですから、何をご報告申

しあげればいいのか、いろいろ考えてきましたが、

やはりいまの中国はどうなっているのかという

のがとても皆様にとっても関心の高いところだ

ろうと思います。あと 2カ月少々で中国の新政権

が誕生するわけですから、これから中国は一体ど

うなっていくのかという話をまず最初にさせて

いただいきます。それから、去年、尖閣のクライ

シスがありまして、尖閣の問題はまだ解決されて

いません。いまも毎日のように中国の船や飛行機

が日本の領海、領空の近くまで来ていますから、

本当に危ないわけです。私は企業のシンクタンク

にいますから、いわゆる“チャイナリスク”とい

うのをどうみていったらいいのか。たぶん、日本

という国、あるいは日本の企業にとってもチャイ

ナリスクをいかに管理していくかというのは大

きな課題としてあるかと思います。2番目に皆様

にお話し申しあげたいのは、いわゆるチャイナリ

スクのことでございます。 

最後に、いま現在、中国に出ていっている日本

企業がどれぐらいかといいますと、約 2万 5,000

社、東京一部に上場している企業のうち、65％は

中国に進出していますから、日本企業にとっても

中国というのはものすごく重要な貿易相手だし、

重要な工場であります。なお、これから重要なマ

ーケットでもございますから、最後のところで日

本企業の投資戦略について、お時間があれば、お

話しさせていただきたいと思います。 

世界では一番高い成長 

では、最初に、中国のいまの現状についてお話

し申しあげます。昨年、合計 15 回ぐらい中国に

出張で調査しに行ったわけですけれども、去年、

2012 年の中国経済の統計がまだ出ておりません

けれども、我々、国務院あるいは発展改革委員会

のエコノミストたちといろいろディスカッショ

ンしていて、総合してみると、大体 7.8％ぐらい

の成長ではないかというふうに皆さんみていら

っしゃる。我々の推計とほぼ同じぐらいです。そ

うすると、2010 年の 10.4％、それから 2011 年の

9.2％と比べると低いのですけれども、世界的に

みて、やはり一番高い成長だったというふうに評

価できます。 

いまの中国経済の成長モデルというのはどう

いうものなのかということを、まず申しあげたい

と思いますが、その前に一言、世界経済について

も少し触れておきたいのです。アメリカとヨーロ

ッパの経済が長い間、世界経済を牽引してきたわ

けですが、なぜ突然、いまのような深刻な危機に

見舞われるようになったかについて、たぶん 2つ、

重要なポイントがあります。いま、皆様メディア

ですから、どちらかというと債務のほうを注目さ

れていらっしゃるわけですけれども、確かに先進

諸国、日本もそうですけれども、たくさんの債務

を抱えている。それで、債務危機だという結論に

なるわけですが、しかしながら、では、なぜ日本
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は債務危機にならないのかということを考える

と、実は、もう 1つ重要なポイントがある。 

債務と対立軸にあるのが貯蓄でございまして、

アメリカは長い間、貯蓄率がマイナスだったし、

ヨーロッパの国々、ドイツ以外、やはりお金を蓄

える習慣のない民族、国、地域ばかりです。日本

は、確かに債務はＧＤＰの 130％を超えています

が、しかしながら家計の貯蓄率が 2.6％、国全体

の貯蓄率が 6％ということを考えれば、日本はま

だしばらくは大丈夫。もちろん債務は削減したほ

うがいいに決まっていますが。 

このいまの見方で中国に目を転じると、中国は

どうなっているか。債務は大きくはありませんけ

れども、貯蓄率について言うと、家計の貯蓄率が

30％、国として全体の貯蓄率が何と 52％です。

経済成長を支える源泉、お金の部分、これはたく

さんあります。ですから、貯蓄があるということ

から考えれば、中国経済がしばらくまだ成長を続

けていけるだろうという暫定的な結論を得るこ

とができると思います。 

2番目。欧米諸国、もう 1つ、非常に深刻な問

題は、実体経済がものすごく弱まっているという

ことです。アメリカにいま行きますと、ものづく

りの産業はほとんどないのです。ＧＭが再上場で

きたのですけれども、あれはＧＭ上海のおかげで、

ＧＭ中国での生産と販売、もし切り離せば、ＧＭ

は再上場できなかったはずです。 

アップルが、アメリカでアーキテクチャー、す

なわち設計だけをしていて、キーコンポーネント

の部品は日本の企業がつくり、中国でアセンブリ

して、それから世界に売り出すわけですけれども、

アメリカには雇用をもたらさない、そういう意味

では、アメリカ本土では、昔のようなものづくり

の産業がいまはもうないです。 

ヨーロッパはどうか。ドイツ以外、ギリシャ、

イタリア、スペイン、ポルトガル、この辺ももの

づくりの製造業らしいものがほとんど見当たら

ない。ですから、欧米諸国の経済が本格的にリカ

バリーされるかどうかというのは、ものすごく難

しいと思います。 

では、アジアはどうか。日本がこれだけ 20 年

も失われたと言われていますが、しかしながら、

まだ安泰といいますか、やはりものづくりの産業

がものすごく強いわけです。いま申しあげたキー

コンポーネントのメーカーというのは、半導体、

自動車、機械、精密機器、たくさんあります。 

一方、中国はというと、世界の工場と言われて

います。超一流の部品製造、研究開発は日本には

はるかに及ばないのですけれども、しかしながら

製造業全般でみると、コピー商品も含めて、相当

強くなっているのは間違いありません。 

アメリカのある若手の研究者が、1週間、メイ

ドインチャイナ、中国の製品を全く買わないで生

活できるかという実験をしようとしたわけです

が、初日にまずガールフレンドが誕生日だったの

で、誕生パーティーをやろうと、ケーキこそ買っ

てきたのですけれども、ローソクがみつからない。

全部メイドインチャイナのローソクで、結局、誕

生パーティーができないで終わってしまった。お

そらく日本人の皆様も、中国の製品は嫌でも買わ

なければ生活できないぐらいになっているわけ

ですから、中国経済も貯蓄とものづくりの製造業

という重要な 2つの軸足ではかった場合、相当強

いわけです。 

悲観に傾きがちなメディア 

ただし、私も含めて、中国研究者の多くは、中

国経済の今後について、大きく見方が分かれてい

ます。1つが悲観論です。悲観論者の代表的な指

摘は、中国の人口はこれから減っていく。例の“人

口ボーナス”がそろそろ終わる。それで経済が高

成長から中成長、中成長からさら低成長に変わっ

ていくだろうという指摘が最近散見されます。 

それからもう 1つが、中国の政治改革が大幅に

おくれて、国内で所得格差が拡大している。そし

て、幹部の腐敗が非常に横行しているわけですか

ら、社会全体がものすごく不安定化している。こ

れも実は中国経済の成長を妨げる 1 つ重要な要

因になっているわけです。 

悲観論といいますか、中国のいわゆる陰の部分

にフォーカスした見方というのは、私は、かなり

重要な指摘だと思います。それについて、あとで

コメントいたします。 

もう 1つ、楽観的な見方もございまして、楽観

的な見方というは、中国経済はもう少し成長でき

るだろうと。すなわち内需がこれから刺激されて

拡大していく可能性が高い。中国国内の市場がど

んどん成長していくわけですから、世界の工場か

ら世界の市場に変わっていくプロセスで、中国経

済はまだまだ成長するだろうというような見方

もあります。 

どちらかといえば、皆様マスコミメディアが悲

観論のほうを取り上げやすいわけで、悲観論を書

くと、日本ではたくさん売れるわけです、楽観論

を取り上げても買ってくれませんから。では、私

の見方はどうなのか。 
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実は、この 2つの見方はいずれも一理ございま

して、ただ人口ボーナスがもう終わったかどうか

ということ、ここはまず事実関係として確認させ

ていただきたいと思いますが、昨年、世界銀行と

中国の国務院発展研究センターが共同で、「チャ

イナ 2030」、2030 年の中国という、ものすごく

分厚いレポートを出したわけですけれども、その

中で 1つ重要な推計がありまして、中国の労働人

口が2016年から2020年の間で伸び率がマイナス

になる、すなわち減少すると。 

皆様ご存じのとおり、人口統計というのは、ほ

かの統計と違ってセンサスで集計するものです

から、ある日、2013 年 5 月 1 日から減るとか、

という統計は出てこないのです。一定の期間で、

例えば 5 年の間でどこかで変わるというような

結果になるわけですけれども、そうすると、2016

年から 2020 年の間のこの 5 年間のうち、いつか

減少に転ずるわけですから、いま 2013 年なので、

あと 3年から 5年ぐらい、おそらく中国経済がほ

かの条件が一定だとすれば、労働人口の減少とい

うことから考えれば、あと 5 年ぐらい成長して、

それから中成長か低成長に変わっていくという

のが、たぶん妥当な結論だろうと思います。 

効率改善の余地大きい 

それから、産業構造、経済構造はどうなのか。

これは過去 10 年間、胡錦濤政権ではずっと、彼

の言葉で言うと「科学的発展観」という表現をし

てきたわけですけれども、10 年たって、中国の

経済構造、産業構造は、全く科学的になっていな

い。マクロ経済の効率、産業効率、資源効率、労

働生産性、ほとんど、実は改善されていない。改

善されていないから、逆に言うと、習近平政権に

なって、努力すれば改善する余地があるだろう。

どうやって努力するかは、またあとで申しあげま

す。 

というようなことで考えれば、確かにいろんな

難しい課題が山積していて、でも、努力すれば、

中国経済はもう少し成長するだろう。どちらかと

いうと、たぶん日本のマスコミだけではなくて、

英字新聞なども含めて、我々は全体的に概観すれ

ば、中国経済に関して、特に去年の後半から悲観

論が圧倒的に大きなウエートを占めるようにな

ったわけですけれども、なぜかというと、これは

先ほど申しあげた 2012 年の経済成長が確かに減

速したのです。 

なぜ減速したのかということを少しコメント

したいわけですが、去年の中国経済が減速したの

は、中国政府の公式見解では、アメリカ、ヨーロ

ッパのせいだと。すなわち輸出がアメリカ、ヨー

ロッパの景気後退で影響を受けて、中国経済もス

ローダウンした。実はこの見方が全く間違ってい

る。なぜかといいますと、去年 1年間の中国の貿

易黒字は 2,000 億ドルを超えたはずです。まだ最

終的な数字が出ませんが、2,000 億ドルを間違い

なく超えたわけですけれども、国際貿易の基本は

何かというと、貿易が均衡する、バランスがとれ

ることなのです。中国一国だけで 2,000 億ドル以

上の貿易黒字を獲得したというのは、貿易相手国

は赤字を喫するのです。でも、ＧＤＰを計算する

ときに、輸出ではなくて、貿易黒字、経常収支を

使うわけですから、マクロの観点からみると、対

外貿易、国際貿易は中国経済をスローダウンさせ

た原因ではないというのは、まずはっきり申しあ

げたいと思います。 

では、なぜ経済成長が減速したか。これは一言

で言えば、政策の失敗があった。温家宝のせいだ

ということが言えるかと思います。というのは、

少し振り返らなければいけないのですが、2009

年、リーマンショックが起きて、そのとき、秋に

胡錦濤がピッツバーグへＧ20 に参加しに行くわ

けですけれども、そのとき、慌てて中国は、もう

皆様、覚えていらっしゃる方が多いかと思います

けれども、4 兆人民元の、約 56 兆円の財政出動

を発表しまして、それで、ああ中国はさすがに責

任がある大国だと褒めていただいて、胡錦濤もそ

の気になって、にこにこして北京に戻ったのです。 

国有企業に８割落ちたおカネ 

後でわかったのですけれども、この 4兆人民元

のお金が、真水の部分に関しては 8割方、国有企

業に落ちたわけです。国有企業はあの段階でもの

すごいたくさんキャッシュが入ってきたわけで

すから、ごく一部を設備投資に使ったほか、あと

は何をしたかというと、財テク。どこで財テクを

やったかというと、住宅市場なのです。不動産。 

2009 年、2010 年、4 兆元の政策を実施する。

その結果、11 年に入ってから不動産バブルが起

きたわけです。この不動産バブルが起きた原因は、

あの 4 兆元の政策の部分が相当大きいというの

はまずご理解いただきたいと思います。それで

2011 年に入って住宅バブルが起きて、マンショ

ン 1 戸当たりの値段が、勤労者家族の年収の 25

倍までいきました。このままいくと大変なことが

起きる。二十数年前、日本が経験したバブルの崩

壊、中国も同じような轍を踏むのではないか。さ

すがに温家宝も緊張して、これではいかんという
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ことで、住宅バブルをコントロールするというこ

とを宣言した。でも、コントロールするといって

も金利政策をとらなかったのです。そのかわり、

銀行の貸し出しを引き締めて、蛇口を締めたので

す。銀行にはたくさんお金があります。さっき申

しあげたとおり貯蓄はたくさんあるわけですか

ら。でも、商業銀行から市中へ、企業へ金が出て

いかないわけです。 

2011 年 7 月ぐらいから、沿岸部の、何社か中

堅ぐらいのディベロッパーが倒産したのです。そ

こで一気に景気が減速しまして、すなわち、多く

の企業では流動性がショートしたのです。国有企

業は守られているわけですから、倒産こそ少ない

ですけれども、市中全体がものすごくリセッショ

ン（景気後退）の色が濃くなりました。そこで少

し経済政策を調整すればよかったんですけれど

も、残念ながら、11 月に党大会が開かれ、温家

宝は、自分はもう引退するから、やる気がないの

です。 

ですから、去年の下期から、いま 1月ですけれ

ども、今日に至るまで、中国はいろんな問題が起

きているのですが、温家宝は全く表に出てこない。

記者会見もしないし、コメントも発表しないとい

うことで、景気がどんどん減速して、11 月、12

月になって少し変わりました。少し変わったので

すけれども、統計がまだ出ないものですから、確

信がとれませんが、海外のマスコミも報道したく

てもしようがない。 

11 月、12 月、私が中国のいろんなところへリ

サーチに出かけていって、何が変わったかという

と、鉄鋼、アルミ、セメント、板ガラス、こうい

った建材の産業を調査に行って、経営者たちにイ

ンタビューしたわけですけれども、実は注文が少

し増えた。なぜかというと、温家宝がやめるから、

次の政権が誕生するには、あと数カ月あるので、

政治の空白を利用して経済が少しずつ動き出し

た、その主役は地方政府なのです。 

中国の地方政府は、日本の自治体と違って、地

方債を発行できないのです。禁止されています。

彼らにとって一番の財源は自分の土地を、北京市

なら北京市の土地を払い下げして、その売上は自

分の財源になります。2011 年上期まではそこが

コントロールされていたわけですけれども、地方

の財政が相当緊迫していたのです。たぶん皆様の

記憶にあるかと思いますけれども、中国の地方債

の問題が一時期結構注目されていまして、ウォー

ルストリートでも中国版のサブプライムローン

みたいなものが起きるのではないかとか、債務危

機が起きるのではないかというような指摘もあ

ったのですが、これが去年の 11 月から大きく方

向転換したわけです。これが結局、11月、12月、

景気が少し温かくなって、少しリカバリーされて

いるような感じがしておりますが、ここ 1～2 週

間、新聞報道をみていただいて、不動産価格、住

宅価格、少しですけれども、また上がるようにな

ったわけです。 

13 年は 8％台半ばの成長 

2013 年、中国経済の成長率はどれぐらいにな

りそうなのかというと、たぶん 8％台の半ばぐら

いになるだろうと、我々のいろいろなところに対

するインタビューの結論を総合して申しあげれ

ば、これぐらいだろうというふうにみております。

妥当の線だろうと。 

というのは、世界銀行が少し前に推計した中国

の潜在成長力（ポテンシャリティー）、どれぐら

いかというと、9％近い成長率がいまの中国が持

っている本来の力です。であれば、8％、たぶん

8.5％前後の成長になるというのは、楽観論とい

うよりも、私はむしろ中国経済がもとの道に戻り

つつあるのではないかというふうに考えており

ます。 

では、習近平政権がこれから誕生して、これか

らどうなっていくのか。これは非常に重要なポイ

ントなのですけれども、毛沢東が間違いなく中国

のラストエンペラーだった、神様に近いような存

在だった。鄧小平が、体の右半分が神様で、左半

分が人間だとすれば、いまの胡錦濤、これからの

習近平も人間なのです。これはどう違うかという

と、昔、毛沢東を名指しで批判したら死刑に処せ

られることになる。鄧小平を名指しで批判すると、

牢屋に入れられる。胡錦濤、習近平を名指しで「こ

のやろう」と言っても、牢屋に入れられることは

まずないのです、残念ながら――と言っていいか

どうかあれですけれども。 

その反面、いまの指導者はカリスマ性もないの

です。カリスマ性のない人はリーダーシップもと

れない。では、彼らがどうやって政治改革を進め

るか。1つしかないのです。国民の支持を得るし

かないのです。選挙で選ばれていない。改革とい

うのは、短期的にみると、すべての改革はゼロサ

ムゲームですから、改革した瞬間、元気が出てく

ることはないので、外科手術と一緒ですから、療

養してから、もう一回元気になる。ですので、必

ず反対勢力が出てきます。そうすると、反対勢力

に立ち向かって、それでも改革したければ、国民

の支持を得る必要がありまして、国民の支持を得
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るためにはどうすればいいかというと、国民に対

して夢を語ることが重要です。 

過去 10 年間、中国人は夢のない生活を強いら

れてきまして、我々は 10 年間、夢のない生活を

ずっとしてきたのです。日本人は、残念ながら、

もっと長い、20年間夢がなかったのですが、我々

は 10年間夢がなかった。 

わかりやすく夢語った習近平 

習近平が去年 11 月、記者の前でプレゼンテー

ションをしたときに、安心のできる生活、リスト

ラされることのない職業につく、よりよい医療サ

ービスを受けられる、よりよい教育を受けられる、

というわかりやすい夢を語ったわけです。しかも、

去年の 11 月、彼がプレゼンテーションをしたと

きに、私はライブでテレビでみたわけですけれど

も、何よりもすばらしかったのは、彼の中国語。

自分の指導者の中国語を褒めるのも何か情けな

いような気もしますが、でも、彼の前の指導者が

みんな、なまりが激しかったわけです。毛沢東は

湖南弁、わけがわからない。鄧小平は四川省の方

言、江沢民は少し北の雍州という町で、胡錦濤が

安徽省で、全部なまりが強い。特に、江沢民の雍

州のなまりがよくないのです。皆様にわかってい

ただくために、あえて例えれば、名古屋市長、河

村さんの名古屋弁みたいな、汚い言葉。私は名古

屋に留学したから言えるのです。 

習近平は標準語で、わかりやすい。原稿を読ま

ない。で、夢を語ってくれました。ですから、い

まのインターネットの書き込みをみる限り、中国

の若者の彼に対する期待が少しずつ高まってい

ます。あまり過度に期待すると、後で絶望してし

まうのでよくないのですが、少しそこを我々は注

目してみていく必要があります。 

さて、ここから一言、チャイナリスクの話もし

ないといけませんが、冒頭で申しあげたとおり、

2 万 5,000 社の日本企業が中国に進出している。

進出していない日本企業でも、中国と何らかの形

でビジネス、国際貿易をやっている。去年 9月の

尖閣クライシスをきっかけに、改めてチャイナリ

スクというのはどういうものなのか、各企業がい

まものすごく真剣に再検討に入っていまして、マ

スコミなどでも報道されています。 

報道されていますけれども、一言でチャイナリ

スクと言われてもわかりにくいので、少し分類し

て言わないといけません。3つぐらいに分けるこ

とができます。 

まず 1つは、カントリーリスク。中国という国

のカントリーリスクとは何か。一言で言えば政治

リスクですが、実は中国のカントリーリスクに対

する備えというのは、すでにできています。だれ

が面倒をみているかというと、格付け機関です。

世界の有名な格付け機関の仕事は、まさにカント

リーリスクを毎日みて、それが高まれば格付けを

下げて警鐘を鳴らす。 

したがいまして、中国のカントリーリスクに関

しては、私はそれほど神経質になる必要はなくて、

すでにそういったメカニズムができている。 

2番目のリスクというのは、オペレーションリ

スクです。おのおのの企業が経営の現場で直面す

るリスクを「オペレーションリスク」と言います。

これは昔で言えば中国の企業に部品を発注して、

納期になっても納品されない、納品されても、部

品の品質にばらつきがあり過ぎて使いものにな

らないとか、こういうのが 90 年代あたり、結構

ひどかったわけです。 

いま現在、日本企業が中国で直面しているオペ

レーションリスクはどういうものかというと、人

件費が上昇している。ストライキが時々起きる、

人件費が上昇すると、利益を圧迫されますから、

どう備えるか。これは、実はおのおのの企業が経

営努力しないといけませんので、経営合理化して、

コストを削減するか、もう少し従業員の賃金を上

げないと、ストに突入されれば大変なことになる。

ですから、いろんな企業が四苦八苦して自分で対

応しなければいけない。これは、ここで一概にこ

うすべきだというふうになかなか言えない。 

ただ、一言言えるのは、人件費がこれから間違

いなく上昇していきます。毎年 7～8％、9％成長

を続けている国で、人件費が全く上がらないとい

うのはあり得ないわけです。 

安全リスク対応は情報力強化で 

3 番目、大きなリスクといえば、今回の尖閣の

クライシスをきっかけに出てきたものですが、セ

キュリティリスク。従来、日本企業は中国に出て

いったときに、中国というのは治安のいい国です

から、心配要らない。ラテンアメリカの国だとか、

中米のメキシコあたりへ行くと拉致される可能

性があって、そういうセキュリティの問題に関し

てきちんと対応しなければいけない。ボディガー

ドをつけたり、というのはあったと思いますが、

中国に限ってはそんなことは要らないと。何やか

やいって中国は安定しているとずっと思われて

いたのですが、しかしながら、今回の尖閣のクラ

イシスをきっかけに工場が焼かれ、スーパーの店
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が壊された。やっぱり中国というのは怖い国だと

いうことで、セキュリティリスクに対する関心が

急速にいま高まっているのです。 

では、どうすればいいのか。これは外務省の皆

様も時々インタビューに来ていますけれども、私

からは一言しかないのですが、当たり前のことを

当たり前のようにやらなければいけない。情報の

収集の強化、情報の分析の強化、情報の共有の徹

底、この 3つなのです。企業レベルと国レベルで、

いずれもこの 3 つに関してはきちんとやってこ

なかったのです。 

去年 9月、尖閣の島、国有化される時期、皆様

のおかげで、随分前から報道されていたんですね。

しかも、国有化される時期と、抗日戦争の記念日

の 9 月 18 日、どれだけ近いか、これもわかって

いる話です。少しでも歴史的な知識を持っている

方であれば。なのに、あの 1週間、工場もスーパ

ーも普段どおりに稼働する、オープンする、要す

るに暴動が入ってくるのをいらっしゃいと言っ

ているようなものです。本来ならば、私だったら、

工場を稼働しないで、スーパーも閉店して、危な

いですから、バリケードをつくってシャッターを

おろす。私が経営者だったら、みずから地元の市

長さんでも、港湾局長のところでもいいですから、

座り込んで、絶対に守ってくれ、この工場、この

スーパーは確かに日系のものなんだけれども、同

時に中国の国籍をとっているから、税金も納めて

いるし、守ってほしいと言ったと思います。なぜ

だれも行かなかったのかというのは、私はむしろ

危機感のなさのあらわれだろうと思います。 

実は、デモ、暴動が起きた後、日中関係がどん

どん悪化していて、中国もいまになって後悔して

いるんですね。なぜかというと、中国にとっても

日本企業 2 万 5,000 社あって、必要なわけです。

なぜ必要かというと、彼らが中国にどれだけ貢献

しているか、何を貢献しているか、あまり言われ

ていないですが、3 つありまして、1 つは雇用。

直接雇用 600 万人。間接雇用――間接雇用という

のは日本企業と取引のある、その他の企業が雇用

している部分――大体 400 万人ぐらいで、1,000

万人ちょっとぐらい中国に雇用をもたらしてい

るわけです。 

2番目。中国に税金を納めているのです。どれ

だけの税金を納めているか、我々は集計したくて、

でも、できなかったのですけれども、ものすごく

税金を納めているのですね。 

3番目、技術を移転しているのです。中国で日

本企業の技術移転がとても慎重で、ネガティブで、

あまり評判がよくないのですが、しかしながら、

我々は長年の調査でわかっているのが、家電も自

動車も、今回の新幹線もですけれども、多くの技

術が日本企業から中国の企業へ移転したわけで

す。そのプロセスで、日本企業は潔さが欠けてい

る部分はあるのです。知的財産権を侵害されるか

ら、あまり積極的にやらないのですけれども、で

も、結局は技術がとられたわけですから、中国企

業に技術移転している。 

ですから、雇用と税金と技術、この三点セット、

中国は要らないと言うか。とんでもない。これか

らも必要なわけです。この 3つ、日本の大使、日

本の外務省、なぜもっと声を大きくして中国に言

わないのかというのは、私はわからないです。 

ですから、私は個人的には、共通利益さえあれ

ばそんなに経済関係は悪化しないとみておりま

すから、あとは政治家の知恵がどれだけあるか。

それしかありませんので、そこに我々は期待して

いきたいと思います。 

ブランド力失った日本企業 

さて、最後に少し時間を残したのが、日本企業

の投資戦略でございます。先ほど申しあげた、中

国は 10年、失われた胡錦濤の 10年間、改革がど

んどん先送りされたわけです。それに対して、日

本は 20年失われたのです。この 20年間、日本で

何が失われたのか。私はいろんなところで講演し

て、日本のオーディエンス、お客さんに聞くと、

意外に答えが出ない方が多いわけですね。何を失

ったか。デフレが 20年続いたから、だから？ と

いう話ですけれども、皆さんもどういう回答をさ

れるかわかりませんが、私の回答は模範解答では

ないのですが、私の考え方は、国のレベルで言う

と、この 20年間、国力が失われたのです。 

先ほど、私のご紹介をいただいたんですけれど

も、日本に来て 25年間、去年まで 24年間だった

んですけれども、実は私は 24 歳のときに名古屋

に留学して、去年、日中双方の生活が折半だった

のです。ことしに入ってから日本の生活が長くな

ったのです。どっちがふるさとなのかというのは

だんだんわからなくなりましたが、この 25 年間

のうち、日本の総理大臣が何と数えてみたら 19

人かわりました。びっくりしました。かわるたび

に何が失われるかというと、国力が失われたんで

すね。本当に。 

国レベルの話は、きょうは言いませんが、私は

企業にいますから、では企業のレベル、企業の目

線からみると、この 20 年間、何が失われたのか
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ということをぜひ一緒に考えていきたいと思い

ますが、私はこの 20 年間、日本企業はブランド

力が失われたんですね。意外に思われる方もいら

っしゃるかもしれませんが、間違いなくブランド

力が失われたのです。 

1980 年代、私がまだ中国にいたときに、あの

とき、中国全土を支配していたのが、日本ブラン

ドだったのです。三洋電機のラジカセを持った若

者が公園にいて、テレサテンの歌をボリュームい

っぱい大きくして流して、「ほら、みろ、おれ、

持っているぞ」と人にみせるわけです。若者が結

婚するときに、パナソニックの愛妻号、三菱の冷

蔵庫、いわゆる三種の神器、全部日本製でござい

まして、腕時計といえばカシオの電子時計で、と

いうのが我々の憧れだったわけです。では、いま

の中国の若者の間はそうなのかというと、ほとん

どないのですね。ブランド力がなぜ失われるかを

もう少し真剣に考えていかなければいけない。 

ここからの話は、必ずしも中国に限定する話で

はなくて、中国を含めたグローバルなマーケット

における日本企業の戦略の話。なぜかというと、

2年間かけてこれを調査したわけです。幾つか重

要なポイントをこれから申しあげますが、この

20 年間、日本の企業、とりわけ大企業、私も大

企業にいますけれども、大企業の経営者はどうい

う経営をしてきたのか。バランスシート経営をし

てきたのです。 

コスト削減の弊害 

バランスシート経営というのはどういうもの

か。これから株主総会が開かれる、株主総会にか

けるわけですから、バランスシートをきれいにし

ないと、自分の首が危ないので、バランスシート

を化粧しなければいけない。化粧するというのは

どういうことか。一言、コスト削減です。 

実は、このコスト削減を 20 年もやってきたた

めに、デフレが一層深刻化したのです。企業がど

んどんコスト削減するわけです。コスト削減とい

うのは、実はいけないことでして、コストは削減

するものではない、コストはカットするものでは

ない。2年間かけて研究していて、ふとある日ひ

らめいたのは、コストというのは最適化するもの

なのです。コストというものは削減するものでは

ないのです。削減するというのは、バサッと切る

わけですね。必要な部分も必要でない部分も全部

切る、これは民主党の事業仕分けと同じですから、

ワーッと切ってしまう。これはモチベーションが

うーんと下がるわけです。 

めりはりのある経営というのは、最適化するの

です。必要な部分にはきちんと経費を充てて、無

駄なところをカットする。でも、残念ながら、20

年間ずっとカットしてきたわけですね。毎年、お

正月に入る前に、日本の企業の経営者、社長が従

業員に、「我が社は来年、もっとコストを削減す

る」と述べるわけですね。もっとすごいのは、「リ

ストラをやらざるを得ないかもしれない」と言っ

たりするわけです。お正月に入る前にコスト削減

という話をするのかね、これからせっかく楽しい

お正月を迎える、夢の話を語ってほしいんだけれ

ども、ナイトメアですよね。悪夢ですよ。お正月

あけて、新年会でまたコスト削減を言われて、そ

れがこの 20 年間続いてきていて、じゃ、日本が

元気になれるか。なれないです。そうすると、気

がついたら研究費がカットされ、広告費がカット

され、全部なのです。これはコスト削減がもたら

す弊害です。 

2番目。ここで申しあげている日本企業という

のは、製造業を中心に申しあげていますが、日本

企業が自分の製品を売るわけですが、何を売り物

にしているか、皆様、ご存じですか。普段はお気

づきでない方が多いのですけれども、一生懸命調

査したのです。99％の日本企業が、自分の商品の

性能を売っているのです。性能を売るのです。 

性能というのはどういうものかというと、たま

たま私はここに時計をしてきているわけですけ

れども、例えば時計の性能というのは、時間を知

らせることですね。日本の時計メーカーの広告、

コマーシャル、機会があればぜひみてほしいので

すけれども、全部この性能をＰＲするわけです。

この時計の正確さがどれぐらいか。この間、海外

へ出張して帰ってきたときに、名前を言うと問題

になるから言いませんが、ある日本の有名な時計

メーカーですけれども、広告がありまして、日経

新聞の下に書いてあるのは、「この時計、1年間

の誤差がプラス・マイナス 10 秒以内」。今度、

経団連で講演しますけれども、その社長に会った

らぜひ聞いてみたいのですけれども、あなたが 1

年間の生活でプラス・マイナス 10 秒の誤差が気

になるぐらいの生活をしていらっしゃるか。それ

ぐらいの生活をしていたら、社長をやめたほうが

いいですね。忙し過ぎるから、体に悪い。 

我々にとって、いま時計というのは、時間をみ

るためのものではないです。この部屋の壁にも時

計があり、車に乗っても時計があるし、携帯にも

時計がありますから、いま我々にとって時計とい

うのはアクセサリーなのです。アクセサリーなの

ですけれども、日本の有名な時計メーカー、ビッ
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グカメラへ行くと、この時計、幾らぐらいするか

というと、大体 2万円ぐらいで買えます。 

では、ロレックスというスイスの有名な時計が

ありまして、あの時計、私は持っていないのです

けれども、持っている人に聞くと、よく狂うので

す。よく狂うのですけれども、でも好きだとおっ

しゃるものですから、あの時計、どれぐらいかす

るか、最低 50～60 万しますよね。 

もし、皆様、どこかで 2万円でロレックスを買

ったら、間違いなく中国製だと思いますよ。それ

でも時間をみることはできます。すなわち、性能

を持っているのです。持っていないのは、本物の

ロレックスのブランドですよ。ブランドというの

は、カルチャー、バリュー、ステータスですよ。 

もう 1 つ、車の例を申しあげますと、この間、

テレビをみたときに、日本車のコマーシャルが流

れていました。一台のファミリーカーが来て、ド

アをあけて、ベビーカーを押し込んで、赤ちゃん

をベビーシートに座らせて、じいさん、ばあさん

を押し込んで、ほら、みろ、この空間。このコマ

ーシャルは大体 20～30 秒。我々はテレビの番組

をみている間に、ワンスポットで 20～30 秒のコ

マーシャルをみていると、いらいらするのです。

みたくない。 

別の日に朝、ＣＮＮのニュースをみたときに、

ＢＭＷのコマーシャルが 10秒流れたのですが、5

シリーズの車がワーッと走っていって、あと一言、

「すべてはあなたの想像以上」。どっちが格好い

いと思います？ じいさん、ばあさんを押し込ん

だほうがいいのか、それとも「すべてはあなたの

想像以上」がいいのか。 

性能売る時代は終わった 

すなわち、性能の時代は終わったのです。性能

は重要ですが、性能を売る時代は終わったのです。

なぜ終わったかというと、すなわち類似した、似

たような性能を提供できる企業が、韓国企業、中

国企業、キャッチアップしてきているのです。彼

らと性能上で差別化できるかというと、日本企業

はもう差別化できないのです。 

きのうテレビをみたら、コマツの坂根会長がい

いことをおっしゃっていました。日本企業は技術

で勝っているけれども、ビジネスで負けていると。

そのビジネスで負けているというのはどういう

ことかというと、ブランドです。ブランドセール

ス戦略です。技術で勝っているのは、イノベーシ

ョンの性能なのです。とても重要なポイントです。 

それからもう 1つ、製造の現場、皆様もいろん

な企業をごらんになっていらっしゃるかもしれ

ませんが、日本のものづくりの製造の現場を、も

し機会があれば、ぜひもう一度ごらんになってく

ださい。注意してみていただくと、いまのような

問題がなぜ発生するかわかります。すなわち我々

パソコンメーカーもそうですが、日本企業は設計

を大切にする、でも、デザインをお粗末にしてい

るのです。設計はだれがやるのか、エンジニア。

技術者です。エンジニア、技術者の設定、イノベ

ーションというのは性能しか生まれないのです。

彼らの手からは性能しか出てこない。でも、性能

は重要だけれども、いま申しあげたファッショナ

ブルなデザインはだれがやるのか。ファッション

デザイナー、アーティスト、画家、ミュージシャ

ン、文学者、哲学者、場合によっては歴史学者。

こういう人たちが日本の製造現場には全くいな

いのです。 

だから、日本の造船所がつくった船は、性能的

に、走る分にはいいのですよ。でも、客船に入っ

てみると、デザインがどうしてもヨーロッパ船に

比べれば質素なのです。貧弱なのです。楽しさが

ないわけですね。 

ですから、日本の製造現場にもっともっとこう

いうデザイナーを入れてほしい。いや、入れなけ

ればいけないというふうに私は思います。 

最近ここ数年、日本のタオルメーカー、今治タ

オル、これのブランド化を目指そうと、結構有名

な物語がありまして、この間デパートへ行ってみ

て、さわってみると、ふわふわ。実験はしていな

いんですけれども、吸水性もよさそう。だけれど

も、今治タオル、私はまだ道半ばにあると思いま

す。あれを、例えばスポーツタオル――私、毎日

ジムに行きますけれども――あれを首にかけた

場合と、イヴ・サンローランのタオルを首にかけ

るときと、どう違うのか。吸水性はどっちもどっ

ち。ふわふわな感覚も、どっちもどっち。あとは

色と柄なのです。まさにデザインですよ。ここの

ところが、実は、日本のものづくりの現場でもの

すごく欠けているのです。 

もう 1つの事例が、機会があれば、きょう、こ

の話を聞いていただいて、終わってから、もし時

間があれば、ぜひ日本企業のホームページをみて

ほしいのですが、企業にとってのホームページと

いうのはどういうものなのか。企業にとってのホ

ームページというのは、人間でいうと顔なのです。

フェース。家でいえば、皆様のおうちにピンポン

とお邪魔して、ドアをあけた玄関、あの瞬間がホ

ームページでございます。日本企業のホームペー

ジとはどういうものかというと、キャビネットば
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かりです。全部引き出し、全部ファイル、いきな

りワーッと出てきて、山ほどあり、数十個ありま

して、どの引き出しに何が入っているか、探すの

にも一苦労でわからないのです。 

これは、実はよくない話でして、時間があれば、

先ほどのロレックスの本社のホームページをご

らんになっていただければ、一目瞭然、全然違う。

最初のページが数枚のオーソドックスな立派な

時計のラインアップがありまして、それからクリ

ックしていくと音楽のエレメントもあるし、楽し

いわけです。きれいだし、色もシックだし。 

もしも、私が皆様のうちにお邪魔して、ピンポ

ンと押すと、玄関をあけたら、ワーッと引き出し

だらけで、キャビネットばっかりだったら、そろ

そろリストラされる会社かなという感じで、心配

になってきます。この人とあまり友達になりたく

ない。あまりいい家に住んでいないなというのが

正直のところです。だから、会社の演出、パフォ

ーマンスとして、せめて立派なハウスとして、一

輪のバラでもいいし、ユリでもいい、玄関に飾っ

てほしいのです。これがホームページのつくり方。 

では、なぜ日本の企業はホームページがそうい

うキャビネットばっかりのホームページになっ

ているかというと、私、ＳＥの会社にいるから、

あまり大きな声で言いづらいのですが、ＳＥがつ

くるから、ああいう機能ばかり考えて、どっちみ

ち皆さん情報が欲しいんだから、全部出してあげ

ると。キャビネットをワーッと出してくるわけで

す。でも、これは必要な情報がみつからない。し

かも、ＳＥの人たちが、我々消費者、お客さんの

目線を持っていないわけです。彼らが自分たちで

たばこを吸いながらホームページを考えてつく

るものですから、ああいうものになってしまう。

本来ならば、ホームページをつくるときには、ま

さにデザイナー、アーティスト、画家、ミュージ

シャン、文学者たちが一緒に加わってやらなけれ

ばいけないです。 

最後に、我々2年間、いろいろな企業を訪問さ

せていただいて、いい企業と悪い企業、どう区別

するのかということを、大胆に申しあげたいと思

います。こういう話をして、中国に逮捕されるこ

とはないのですが、富士通に首にされる可能性が

あるので、その際はひとつよろしくお願い申しあ

げたいと思います。 

いい企業と悪い企業、いろいろなはかり方がご

ざいますけれども、私は、尖閣のクライシス、デ

モがあった直後に蘇州にある日本企業を訪問し

ました。数百人の中堅企業なのですけれども、10

年前に蘇州に進出したときにお手伝いしたので

すが、50 人ぐらいの小企業からスタートして、

いま数百人ぐらいに成長してきていて、その会社

の日本サイドの社長が生みの親だとすると、私が

助産婦みたいなものですから、楽しみに、10 年

たって、この子どもはどこまで成長したかと、み

に行ったのです。 

みに行って、とてもびっくりしたのです。あの

期間中、稼働していた、営業していたのです。操

業していたのです。なぜ操業していたのかと、び

っくりしたのですが、現地の日本人の経営者にい

ろいろヒアリングしていて、「うちは全く問題な

い、従業員がみんな会社を愛してくれているし、

守ってくれていた」という話をしてくれました。 

その間、1つ私が気がついた重要なポイントが、

工場の生産ラインを全部、一回り歩いてみたとき

に、会ったすべての中国人あるいは日本人の従業

員、全員が私に「ニーハオ（こんにちは）」と挨

拶しに来たのです。こういう会社はすばらしい会

社だなと思ったのです。 

なぜかというと、日本にある日本の会社、自分

の会社もそうなんですけれども、挨拶しない人が

ものすごく増えているのです。そうですよね。皆

さんもよくご存じ。これ、自分はマンションに住

んでいるのですが、住民たちが挨拶しなければ泥

棒が入ってくるのです。空き巣が。従業員が挨拶

しない会社というのは、私は、つぶれると思いま

す。でも、挨拶をしなくなった会社がものすごく

増えているのです。自分の会社もそうですけれど

も、いろんな会社を訪問させていただいて、同じ

です。 

日本企業経営者の現場力弱く 

1 つ、いい会社、悪い会社、まずお互いに挨拶

しなければいけない。日本の多くの会社はこれを

忘れているのです。 

2番目、これがものすごく重要なのが、経営者

と従業員との距離。経営者、社長と自分の従業員

の距離。例えば 3カ月も、自分の従業員が自分の

会社のＣＥＯ、社長を、全くみたことがない、声

を聞いたことがなければ、この会社はそろそろ終

わるな、危ないなということのシグナルの 1つな

のです。すなわち、司令官は自分の兵士に対して

常に激励しなければいけない、戦えと。しかし、

いまの日本の経営者が自分の従業員に声をかけ

なくなったのですね。 

本屋に行くと、「現場力」という本がたくさん

ありますけれども、日本の経営者の現場力はどれ
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ぐらいあるか。言うと危ないから言いませんが、

ものすごい弱いんですよ。現場に行かないし。 

3番目、経営者と消費者との距離。ジョブズが

なぜ偉大なる経営者かというと、iPod、iPhone、

iPad、全部自分で発表したのですね。消費者に自

分の言葉でプレゼンテーションしたわけですか

ら。日本の経営者の何人が、立ち上がって自分の

製品、商品を発表したのか。消費者に問いかけた

のか。皆無とまで言いませんが、ごくわずかです

ね。多くの経営者が、それがないのです。これが

実はものすごく深刻な問題でして、だけど、だめ

になったときに、リストラだ、コスト削減だと。

実は、一番の問題はトップにあるわけです。 

ですから、いい会社か悪い会社か、日本語でい

い言葉がありまして、「鯛は頭から腐る」という

のはよく言うのですが、これはとてもすばらしい

言葉だと思います。 

これ以上言うと、私はきょう中国に帰れても富

士通には帰れないので、ちょうど時間になりまし

たので、ご清聴ありがとうございました。 

≪質疑応答≫ 

司会 ありがとうございました。中国経済の課

題よりも、どっちかというと、後半のほうは日本

の企業の課題の話に焦点を当ててお話をしてい

ただいたような気がいたします。 

これから質問の時間に移らせていただきます

が、ちょっとお考えいただく間、取っかかりの質

問をさせていただきます。 

私もメディアの悪弊に染まっているのか、やは

りちょっと悲観的といいますか、課題のほうから

質問をさせていただきたいと思いますが、1つは、

よく中国で「国進民退」というのですか、国営企

業がだんだんのしてきて、民間企業のところが割

と虐げられるというか、不利な立場に置かれてい

て、それが中国経済の成長というんですか、伸び

を抑えているんじゃないか、というような指摘が

されたりしますが、この辺、どう考えるかという

こと。 

それと若干絡むのかもしれませんが、先ほどお

っしゃられましたように、成長率がどんどん伸び

るので、賃金もどんどん伸びるのは当たり前だな

と思うんですが、一方で、中国の周りにも労働コ

ストが低い国がたくさん出てきているので、同じ

ようなものをつくっていると、やはり中国でもほ

かの国との競争上はなかなか難しいと。 

そうすると、よく「アップスケール」という言

葉も中国の方からよく聞くんですが、経済の質を

上げていくというんですか、付加価値が高いもの

をつくっていかなくてはいけないというような

話もよく聞くんですけれども、こういう観点から

みてどうなのか。それはうまくできそうなのか。

なかなかそこは壁があるのか。その 2点について、

お話を伺いたいと思います。 

国有銀行が第２の国家財政 

柯 ありがとうございます。2点ですけれども、

同じような話ですが、結論で申しあげると、いま

の体制ではノーなのです。問題はわかっているの

です。江沢民・朱鎔基の時代から胡錦濤・温家宝

の時代に入って、産業構造、経済構造に問題があ

る、それを改善しないと質の高い成長はできない

というのはわかっているんですが、しかしながら、

十数年たってみて、全く変わらないのです。これ

は、やはりいまのシステムがおかしいわけです。 

すなわち、共産党一党独裁の政治をやっていて、

彼らはどうしても国有企業を優遇したい。国有企

業を優遇するためには、どんどん国有企業に融資

するように指導するわけです。これはもう政府と

国有銀行と国有企業というのは、親が 2人の息子

を抱えているような構造で、三位一体なわけです。

そうした中で、中国政府にとって国有銀行という

のはどういう存在かというと、わかりやすく言え

ば第二の国家財政。本来の国家財政というのは、

税金やらいろんなフィーを取ったりして財源を

確保するのですけれども、これは実は限りがござ

いますので、第二の国家財政の銀行のマネーとい

うのは原資が貯蓄ですから、どんどん入ってきま

すので、これは割合使い勝手がいいわけです。 

それでもって、国有銀行は政府の話を 100％聞

くわけですから、国有企業に貸せと。国有企業に

貸せば、鉄道をつくったり、いろんなことをやる

わけです。この 1つの資金循環というのは、いま

別に評価しているわけではないんですけれども、

見事に機能しているのです。よくも悪くも、機能

しているのです。 

機能してはいるのですが、この循環の中で、常

に莫大な不良債権が出てくる仕組みになってい

るのです。なぜかというと、投資のプロセスのコ

ーポレートガバナンスがきかないものですから、

生産性の悪いプロジェクトもあるし、それからい

ろんな不正もたくさんあるわけです。 

では、問題は、不良債権がたくさん出てくる構

造にあるんですけれども、なぜ不良債権の問題が

ここのところ、みえてこないのか、それがみえて
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くれば、いまご指摘の「国進民退」が、もっとみ

んな頭にきて、それを抑えようと抗議するわけで

すけれども、でも、不良債権が全くきかない。 

2007 年、私は中国の不良債権の本を書いて、

日経から出して、売れるかと思ったら、その間、

不良債権の問題が出てこなくなったら、本も売れ

なくなって、ショックだったんですけれども、で

は、なぜそうなのか。実は、あるからくりがござ

いまして、中国は為替を切り上げているのですけ

れども、金利の自由化がなされていないです。金

利の自由化がなされていない中で、いまの預金金

利が 3％で、貸出金利が6％を超えているのです。

すなわち、金融のプロであればご存じのとおり、

利ざやが 3ポイント、300 ベーシス・ポイント以

上ありますので、これは世界中の金融機関、銀行

をみて、こんなにたくさんの利ざやを享受できる

国はほかにありません。 

なぜ、こんなに 3ポイント以上も利ざやを銀行

に落としているかというと、これは簡単で、2ポ

イントは君の利益にするから、それ以外の１ポイ

ントあまりは毎年出てくる不良債権を引き当て

てくれということで、出てくる不良債権を引き当

てているのです。ある意味では、この利ざやが金

利泥棒に近いようなものなので、どんどんやって

いて、一般の中国の国民が金融の知識があまりな

い、皆無に近いものですからわからない。わから

ないうちにワーッと引き当てていて、知らないう

ちに国有企業が独占利益を享受する。投資が失敗

しても、銀行からの借入が全額返済できなくても、

銀行がみずから引き当てているわけですから、そ

うすると、問題がみえないうちにどうも消されて

いるということで、ある意味では、見事に設計さ

れたシステムなのです。 

ただし、このシステムが、高い成長をしている

うち、それから貯蓄率が下がらないうちは、ある

程度機能するのです。例えば去年あたり７％台の

成長になっていて、やっぱり我々は、大きな国有

企業は回っていても、かなりヒーヒーしていたの

も出てきましたから、最後の変数というのは、成

長率と国民の家計の貯蓄なのです。この 2つが最

後、物を言うだろうなと思っております。 

 

司会 それでは、これから皆様からの質問の時

間に充てたいと思います。 

 

質問 昨年のいまごろ、柯隆さんはこの席上で、

中国経済はサステーナブルではないとおっしゃ

いましたね。確かに、投資、輸出主導で、質的な

成長段階に入っていない。安定的な、持続的な成

長軌道に乗ってないのは確かですね。だから、そ

れは結局どうすればいいのか。政権もだいぶ前か

ら、経済発展モデルの転換が必要であるというこ

とを繰り返し言っていますね。しかし、それがな

かなかできない。 

だから、それをできるようにするにはどうすれ

ばいいのかというと、結局、政府の経済活動に対

する直接の関与、これをやめさせる必要がある。

それがなかなかできない。これは果たしてできる

ような兆しはあるのかどうか。 

また、習近平政権がそれをやり遂げる力がある

のかどうか伺いたいと思います。 

政治改革が不可欠 

柯 ありがとうございます。実は、今のは先ほ

どのご質問と関連しているんですけれども、私は、

答えはノーなのです。 

すべてに関して、今年に入ってからもはっきり

していて、政治がすべての邪魔をしているんです

ね。いまご指摘のとおり、政府があまり経済活動

に介入し過ぎてはいけない。でも、実はずっと介

入しているのです。 

例えば、これだけ 10％ずつ成長してきている

中国経済で、なぜ株式市場が低迷したままなのか。

これはやはり 1990 年、91年、上海と深圳の 2つ

の市場ができてから、ずっと政府が介入して、人

民日報を使って介入するし、証券取引所自身が上

場企業の資格を審査できなくて、政府がＣＳＲＣ

といって、証券業監督管理委員会が審査する。こ

れはほかの国ではあり得ないです。すなわち、ル

ールも彼がつくる、レフェリーもやる、プレーヤ

ーもやるというようなものですから、こういうマ

ーケットは健全に成長・発展していくというのは

あり得ない。そういったケースがあれば奇跡だと

思います。 

ですから、2007 年、一時期、証券バブル、株

バブルが起きた後はずうっと低迷したままで、こ

れは政府が介入したのがだめで、2番目、国有銀

行がなぜ完全に民営化しなかったのか。これは温

家宝が責任をとらなければいけないのです。ごく

一部株式上場したのですが、民営化されていない。

いまの「国進民退」がそうなんですが、国有企業

が独占利益を得ているから存続できている。その

独占利益の利益のところはどこから来ているか

というと、民営企業からとっているわけです。だ

から、我々がみていると、民営企業は非常にかわ

いそうなのです。 
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というわけですから、結局、いまの独裁専制政

治を打破していかないといけない。打破するため

には政治改革をしなければいけない。この先は、

実は方向性がはっきりしているのですけれども、

習近平が果たしていまの政治をきちんと改革し

て、人権、自由、民主主義を認めていけるかどう

かというのは、あまり性急にやり過ぎると彼自身

が危なくなるし、ジレンマだと思います。ジレン

マだと思いますけれども、どうでしょうか。この

ままあるところまで、要するに 9％、8％成長し

ていって、習近平がこれから仮に 10 年やるとす

れば、このまま 10 年、何も改革しないで、成長

だけ図っていくことはもう到底不可能ですから、

臨界点ですね。すなわち改革者がみずから喜んで

改革するよりも、追い込まれてやむを得ず改革す

るのが一般的ですから、彼は早晩追い込まれると。

すでに追い込まれているので、もっと追い込まれ

て、それで改革をせざるを得ない。 

それで、どうやって国民の大半から支持を取り

つけるか。先ほど、夢を語ると申しあげたんです

けれども、そこで彼の最後の政治手腕が問われる

と思います。 

 

質問 安倍内閣の対中政策に関して、これから

どういうことをやればいいのか教えていただき

たいんですが、その関連で、中国の対日キャンペ

ーンといいますか、非常に反日教育、例えばテレ

ビにしてもすごいですね。これをどうやったらや

めてもらえるのか。どういうことを我々はやるべ

きなのか、何かお知恵があれば。 

中国との対話再開を 

柯 ありがとうございます。日本政府のことを

言うのはいくらでもしゃべれるので、安全ですか

ら、喜んでお答えさせていただきますが、安倍政

権の外交――外交といっても、私が語れるのは対

中関係ですが、どうすればいいのか。すなわち民

主党ができなかったことをやればいいし、まずは

やはり中国との対話を早く再開しないといけな

いので、私個人が、民主党政権のときにかなり彼

らのトップのレベルに対して、ホットラインを早

くつくって、何か起きたときに電話をかけられる

ような体制をつくったらどうかというのは言っ

たのですが、結局最後までやらなかったんですね。

あるいはできなかったのかもしれませんが、安倍

政権になってから、高村さんも中に入っていらっ

しゃるし、それ以外、たくさん長老がいらっしゃ

るのですから、おそらくチャネルが、民主党政権

に比べれば数十倍、数百倍あるはずですから、そ

の辺、どういうふうにしてこういったチャネルと

いう資源を生かして、中国ときちんと対話してい

くか。もっと言えば、道具があるのです。チャネ

ルというのは道具ですから。 

あとは、安倍政権の対中戦略。彼は、どれだけ

周りに自分のブレーンを呼びつけて、それでみん

なで戦略をつくるかということなんですけれど

も、彼はここに来ればいいのに、きょうの話を聞

いてもらえばわかりやすいはずですけれども。官

邸は過去 10年間、20年間をみていると、やっぱ

り戦略性が弱いし、この東京の一番の弱さは、は

っきり申しあげればシンクタンクがないという

ことなのです。なので、戦略はなく、ただ単にチ

ャネルがあっても、友達みたいに“Say hello”

して帰ってきても何の意味もない。すでにいまお

っしゃられたのですが、例えば中国で行われてい

る愛国教育というか、反日教育というか、いろい

ろありまして、学校のレベルの教育は大したこと

ないのです。テレビなどでよく言われるんですが、

中国の学校で行われている愛国教育とか反日教

育というのは、結局日中関係を悪化させていると

いうような話、コメントがたくさんあるのですが、

それは違うのです。 

反日とか愛国とかいう教育は、一番効果があっ

たのが私の世代なのです。1970 年代、中学校、

高校に通っていたわけですけれども、あの時代は、

なぜひどかったかというと、外から一切情報が入

ってこないのですね。インターネットも当然なか

ったし、テレビがＣＣＴＶしかないので、新聞で

言ったら人民日報とか新華日報とか官製メディ

アしかありませんから、そうすると、学校へ行く

と、頭蓋骨をあけられて、脳を掃除するわけです。

「洗脳」というのはあの時代です。 

私なんかは、その中でとりわけ不真面目な学生

だったので、自分で短波のラジオをつくって、イ

ヤホンで、家族や近所がみんな寝てから、深夜で

すよ、「ボイス・オブ・アメリカ」を黙って聞い

ていたんですけれども、後で考えてみると、怖か

ったんです。あれ、もしだれかに密告されたら、

死刑にされなくても、牢屋ですね、20～30 年入

っていたのですが、そうすると、ここにいないん

ですよ。 

ですから、私みたいなのはごくごくわずかだと

思いますけれども、多くの真面目な学生が学校で

教育を受けて、あの時代は本当に洗脳されたわけ

です。去年、自分の担任の先生の 70 歳の誕生日

をお祝いするパーティーをやって、私は先生に聞

いてみたのですけれども、彼女が私に言ったのは、
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「あのとき、あなたみたいな不真面目な学生がい

ま出世して、私の話を真面目に聞いてくれた真面

目な学生がいま全然ろくでなしなやつばっかり

で、全く出世しない」。そういうことなのです。 

では、いまはどうなのか。いまは、大学を受験

するために、ある程度勉強はしなければいけない。

抗日戦争の背景、意義とか、模範回答を覚えなけ

ればいけない、これはやるのです。やるんだけれ

ども、家に帰ったらテレビもあるわ、新聞なども

あるわ、何よりもインターネットですね。こうい

うのは、学校の中で教えている反日だとか愛国だ

とか、もう水割りになっているのです。ロックで

もないし、ストレートでもないので、だいぶ薄ま

っているわけです。 

ただし、いまご指摘の中で最も重要なポイント

は、テレビのドラマなのです。1年間、何十本も

の抗日戦争の連続ドラマがつくられておりまし

て、私も時々出張で中国に帰って、夜、暇がある

ときにテレビをつけてみるわけですけれども、正

直に言うと、中には結構上手につくられているド

ラマ、アクションみたいなものがあるし、おもし

ろいのです。ドキドキしてみるわけですから。で

も、いまの小学生とか中学生、価値判断がまだで

きていない学生が、あれを毎日みるわけですから、

あれが時間がたつと、よしあしの分別ができない

ものですから、日本に対する感情がよくなるかと

いうのは、私、そこは相当心配しています。ただ、

過度の心配をしても意味がないので、すなわち、

抗日戦争のドラマをみる子どもたとちが、私、よ

く注意してみていたら、同時に日本のアニメーシ

ョンのファンでもありまして、両方みている。そ

れで、あのときの日本人といまの日本人は違うん

だというのがわかればいい。 

ですから、日本が努力するのは、1つは中国政

府に対して、歴史を直面していただいていいので

すけれども、ただ、そればっかりやるというのは、

あるいは誇張してドラマをつくったりするとい

うのはやめてくれ、というのは堂々と文科省なの

か外務省なのかわかりませんが、きちんと言う。 

もう 1つが、もっとおもしろいアニメーション

とかを中国に輸出して、若者たちにみてもらって、

やはり私の周りの中国の子どもたちは、日本のカ

ルチャーが好きだというのも相当います。ですか

ら、こういうものも含めて、全般的に日本政府の、

日本という国の対中関係、対中戦略、対中政策は

全般的にデザインして、実行していく、いまチャ

ンスだろうというふうに思います。 

 

質問 先ほどの中国の体制の問題についてお

伺いしたいのです。私も長いこと、こちらの大使

館の、特に若手の日本人、外務省の官僚の皆さん

とお話をしたり食事をしたりということが続い

てきたのですが、ここ数年、話題にしていたのは、

私もぶしつけに聞くものですから、皆さんのよう

な30代から40代前半の官僚にとって――キャリ

アの官僚ですね――いまの中国の共産党一党独

裁というような体制がどれだけもつんだろうか

ということを、よくオフレコで話をしてきて、概

して、極めてニアフューチャー（near future）、

5 年から 15 年の単位で非常にリスクを迎えるの

ではないか、というのが圧倒的に多かったのです

が、柯さんはどういうふうに考えられますか。 

大半の高級幹部が子を米国に 

柯 危ないですね、最後の質問は。解放される

かと思ったら、ここでまた……。 

私も同じ感覚だと思います。というのは、ニア

フューチャーじゃなければ、中国であれだけ多く

の指導者が自分の子どもや孫をアメリカに留学

させないです。私の知り合いは、ほぼ全員アメリ

カに出しているし、アメリカ政府が持っているあ

るデータベース。この間、教えてくれたのが、中

央政府のトップレベルの幹部の 87％が子どもを

アメリカに留学ないし移民させているというこ

とです。 

しかも、全人代で 3,000 人ぐらいいますけれど

も、有名人の多くが内緒で二重国籍をとっている

のです。中国は本来、二重国籍を認めていないの

ですけれども、パスポートはなぜか 2つか 3つぐ

らい持っているのが、最近ちょこちょこ暴露され

ています。本人も認めるわけですけれども、それ

は彼らの心の中では、このままでは済まないだろ

うということで、さらに申しあげると、現役の国

家幹部の子、ハイレベルの一部はすでに親族、奥

さんや子どもを全部海外に出して、自分一人で国

内に残って稼いでいるわけです。これは、要する

にこの体制はこのままでは済まない、習近平総書

記自身も娘さんがハーバードにいるわけです。 

問題なのが、どういうふうに改革して、あるい

はどういうふうに崩れていくか、崩れ方というの

が、いま我々はみえないのです。これは実は、み

えないから怖いわけです。アメリカ型の民主主義、

日本スタイルの民主主義というのは、実は考えに

くいので、いきなり選挙をやるというのは、中国

人はまだ選挙になれていないから、12 月に日本

で行われた選挙、もし中国があれと似たようなも
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のをやったら、間違いなくあちこちで暗殺が起き

る。立候補した人が 1/3、揚子江の上に浮いてい

るとかいう話になっちゃう。 

我々が北京にいる憲法学者たちと議論してい

ると、一番望ましい改革というのは、党内民主主

義といって、共産党のトップが、少なくとも中央

委員会の 200～300 人が中央委員会の候補も含め

て、チャイナ７を選ぶときに、複数立ち上がって

演説して、プレゼンテーションして、それで透明

な形で投票してもらうというのがまず第一歩と

してあるだろうと。 

すなわち、トップダウンとボトムアップと両方

やる。いまは、胡錦濤・温家宝の 10 年間はどち

らかというと、村の村長を民主主義の選挙をやっ

て選ぼうということ。だけど、村からやると、ボ

トムアップして、トップまでいくと、たぶん 300

年ぐらいかかるから、待っていられないんですよ。

だから、ボトムアップとトップダウン、両方やっ

ていって、少しずつミドルへ行くというのが一番

望ましいだろうなというふうに思います。 

2番目。マスコミの規制というのは、これから

マスコミ法をつくって、法にのっとって規制して

ほしいというのが、言われている。 

それからさらに、司法の独立性を認めてくれ。

これはもう、インターネットで我々の友人もたく

さん書き込み、大学の先生たちは実名で主張して

いるし、こうやっていくわけです。 

この 3つができなければ、いまおっしゃるよう

に、近未来、5年、10年のうちに大きな節目を迎

えるのではないかなというふうに、11 月にアメ

リカへ行ったときに、幾つかのシンクタンクの皆

さんと議論していて、中国はこのままいくと“ジ

ャスミン革命”を迎えるだろうと。ただ、我々は

中国とどう協力していったらいいのかというの

が、もう少しアメリカとしても知恵を出さなけれ

ばいけない、というのを彼らは率直に認めてくれ

ています。 

だから、中国が変化するときに、リビアとかと

は桁が違うわけですから、もう少し全体のシナリ

オ、ロードマップを描いて巧みにやっていかない

と、大混乱に陥った場合、東アジア全体が大変な

ことになるわけです。ですから、アメリカも随分

慎重にやっていく。中国国内でも、まあ、このま

まじゃ済まないから、政府の幹部の中でも、随分

多くの人の間ではコンセンサスとして得ている

のです。 

あとは、胡錦濤はあと 2カ月少々でやめるわけ

ですから、彼がやめた後、習近平がどういうふう

に本性をみせてくれるか。私たちはまだ、習近平

の本来の一面をみていないし、それから李克強の

肉声を聞いたことは、皆様ほとんどないと思いま

す。その辺、あと 2カ月少々で明らかになってく

るのではないかなと思います。 

 

司会 時間も押してまいりましたので、最後の

質問にしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 

質問 尖閣の問題で、人民解放軍といまの政府

の首脳との確執というんですか、コントロールで

きるかどうか。日本に伝えられているのは、解放

軍が先走っているんじゃないかというような感

じが多いんですが、その辺はどうなんですか。 

要するに、一番心配なのは、尖閣に上陸して始

まるかどうかというのがあるわけですが、嫌がら

せだけで終わるのか、あるいは実際に走ってしま

うのか、その辺の近未来はいかがですか。 

尖閣は立ち入り禁止海域に 

柯 ありがとうございます。このご質問はとて

も答えるのは簡単で、「わからない」の一言なん

ですけれども、ただ、それだと終わらないので、

去年の暮れに何回か中国、北京、上海に行きまし

て、名前は言いませんが、かなりの人と会うこと

ができまして、いまご指摘の前半の部分、解放軍

が日本とやりたいというのは、私も現場へ行って

聞いてきたのですけれども、どうも軍がやりたい

というムードなのですね。 

ただし、後半のご指摘の尖閣の島へ上陸するか

どうかというのは、中国国内でも一部の人はそう

いう人もいるのですが、私は、それはないだろう

と。上陸しても、何もないのですね、あそこは。

ヤギしかいないものですから。だから、上陸はし

てこないでしょう。 

いまなぜ、ちょこちょこ船やら飛行機やら来て

いるかというと、やはり国有化に関して日本はま

だ何も変化がないのですね。中国の外務省のスポ

ークスマンが繰り返して言っているのが、行動を

もって誠意を示してほしいと。すなわち、もとに

戻してほしいというのがあります。メンツをつぶ

されちゃったわけですね。 

この話、少し、時間いいですか、2～3 分いた

だきたいのですけれども、実は、10 月、11 月、

私のほうで、民主党の結構上のほうにある案を持

ちかけたことがあります。すなわち非国有化のシ

ナリオを言ったのですけれども、そのうちに野田
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さんは解散するといって、負けちゃったものだか

ら、この案は頓挫してしまった。だから、きょう

ここで申しあげますけれども、すなわちタイミン

グが悪かったのは、タイミングはもう終わった話

ですから、ただ、国有化に対して反対しているの

で、たぶんいま唯一の方法は、鄧小平が日本に来

て、国交を回復する、あのときの状態に戻すわけ

ですから、非国有化をやるのです。 

非国有化をやるというのはどういうことかと

いうと、前提が 2つありまして、1つが、日本の

国益が損なわれてはいけない、日本のメンツもあ

る。中国のメンツもありますから、そうすると、

どうするか。いま国有化されているあの島、栗原

さんという個人に戻すことはできないので、ＮＧ

Ｏ、政府の息のかかった、国土交通省の下にはた

くさんありますよね、1つだけよさそうなところ

を選んで、そこにオーナーシップを譲渡する。Ｎ

ＧＯですから、ノン・ガバメント・オーガナイゼ

ーション、非政府組織ですから、非国有化。そこ

に渡せばいいわけです。中国も、ほら、非国有化

してくれたから、のんでくれたから、それで中国

もある程度メンツを取り戻した。 

ただ、この話はファーストステップで、これで

終わったと思ったら、後でまた面倒なことが起き

るので、すなわち 2年前の船長が逮捕されたよう

な事態が起きるといけないから、ここは尖閣とい

う島が、例えて言えば地雷ですから、だれがさわ

っても爆発するので、鄧小平は頭がよかったのは、

だから、だれもさわらないでくれと、「棚上げ論」

で。だけど、いまとなっては中国は軍事力も強く

なってくるわ、国力もついてきているわ。日本は

国力も弱くなっている、それで摩擦が起きやすく

なっていて、これからのリスクをどう回避するか

というと、すなわち日中両政府がこれに関するア

グリーメント、協定というか、覚書といいますか、

それにサインする。そこに何を決めるかというと、

日中両国の船や個人、いかなる人もこの海域に入

ってはいけない、立ち入り禁止海域に設定する。

幸い、そこでガスや油を掘っていないわけですか

ら、資源があるとすれば、魚ぐらいですね。魚介

類。魚というのは、あそこにいっぱい集中すると、

どっちみち外に出てくるから、釣りたい人は外で

待っていればいい。魚は頭が悪いので出てくる。

あそこのヤギは、そんなに何万匹に増えることは

ありません。そうすると、向こう 50 年、立入禁

止海域にして、パトロールするのは日本サイドで

やるわけですけれども、日本の船が入ると、日本

政府が責任をとる、中国船が入ると、中国政府が

責任をとるということで、50 年が爆発しなくて

済んで、50 年後、それでもたぶん解決しないだ

ろうから、そうするとさらにロールオーバーして

いく。 

すなわち、これは私の個人の考え方なのですけ

れども、領土領海の領有権というのは、ジャステ

ィス（justice）なんか存在しない。強いやつが

結局とってしまうわけですね。唐の時代が中国の

国土は最も広かったんじゃないか。あのときとっ

た国土が、じゃ、全部ジャスティスがあったのか

というのは、どうでしょうか。 

我々、中国の歴史の中で最も国土が狭いアイデ

ンティティで言うと、華民族ですから、元の時代

がゼロだったわけです。最後の清王朝もゼロだっ

たわけです。あれは満州族がつくった国で、華民

族はゼロなのです、我々にとっては。だから、結

局、もしもあの中国があの島を欲しければ、もっ

ともっと成長していかなければいけない。 

日本がこれを守り切るならば、日本の国力を取

り戻さなければいけないんですね、結局は。この

ままいって国力がどんどん弱くなっていくと、尖

閣どころか、竹島どころか、北方四島すら戻って

こないのではないか。 

というわけなので、私、別に戦ってほしいとい

うことを申しあげているわけではない。ただ、い

ま 2番目、3番目の経済が、これで対立していて

ドンパチをやったらとんでもない話になるわけ

です。ですから、ぜひ立ち入り禁止海域に設定し

ていただいて、それで 50年後、100 年後――我々

はそのときにいないのですけれども――解決を

図るしかないかなというふうに、ここはフランク

なディスカッションとして申しあげておきたい

と思います。 

 

質問 日本は昔、「仁義礼智信」といって儒教

を大変重んじて、皆、それを信じておりました。

中国から来たのですけれども、中国ではいま、「仁

義礼智信」、儒教とかというものは全然問題にさ

れていないんでしょうか。それだけお聞きしたい

と思います。 

儒教・道教破壊された中国 

柯 ありがとうございます。とてもすばらしい

ご質問をいただきまして、しかも、とても深いし、

難しいので、それに答えるには、大体 30 分ぐら

いかかります。でも、簡潔にコメントさせていた

だきます。 

実は、中国にとって困っているのはそこなので

す。すなわち、過去 63年間の歴史、1949 年に社
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会主義中国が誕生したわけですが、この 63 年間

の中で、何が壊れたのか。カルチャーなのですね。

カルチャーというのは何かという、儒教なのです。

道教なのです。古来、中国がつくったカルチャー

は、例の文化大革命で全部壊れてしまったのです。

壊れてしまって、いまの中国人は信仰心がないの

です。 

私の小さいころ、あのときも信仰心がゼロだっ

たのですけれども、でも、信仰心のかわりに、も

う 1つの宗教があったのですね。毛沢東教。毛沢

東というのは宗教みたいなものです。毎日洗脳さ

れるわけですから。毛沢東が死んだのが 1976 年。

ちなみにきのう1月8日が周恩来が死んだ日です。

だから、1976年で1つの時代が終わったのです。

終わったんだけれども、それまでにすべて壊され

てしまって、いまだに再建（rebuild）されてい

ないのですね。 

私はいま毎朝、少しずつ『論語』を読んでいる

のですが、読んでみて、最近、怖い話に気がつい

たのですけれども、『論語』を読んでみて、知識

として覚えるのですよ。「友あり遠方より来る」

とか、知識として覚える。でも、私のＤＮＡに入

らないのです。わかりますか。幼稚園、小学校の

時代に読んでいたならば、私のＤＮＡに入るので

す。私は日本に来てから『論語』を読み始めたの

です。それまでなかったわけですから、だから、

ＤＮＡに入らないのです、儒教も道教も。 

この間、老子の本を買ってもらって、いまも

時々寝る前にめくったりしていますが、同じよう

に、老子、何を書いているか、知識としてここに

入るけれども、体のＤＮＡに入らない。 

これが、結局、先ほどのご質問にあった、中国

は共産党への求心力がどんどん下がっていって、

それにかわって中国を統治していくためのフィ

ロソフィー（哲学）がないわけです。フィロソフ

ィーを求めるのは儒教、道教しかありません。あ

りませんけれども、私は今年で 50 歳になってい

くわけですけれども、私のＤＮＡの中に入らない

わけですから、ではこれからどうなるのか。 

いまの一人っ子の 20代、30代、いやもっと若

い人は、これもやっていないわけですから、永遠

にこの文化が寸断されてしまっているわけです。

本当に rebuild（再建）されるか、再生されるか、

iＰＳ細胞が欲しいぐらいですけれども、本当に

できるかどうかというのは、正直に私、とても重

要なご質問ですけれども、答えを持っていないの

です。でも、非常に真剣にいま中国のこと、自分

のふるさとですから、振り返ってみるたびに、や

っぱり怖くなってくるわけです。 

すなわち、個々人が、自分を自律していく、自

分をコントロールしていく力が本当は沸いてこ

なければいけない。それのベースになるような儒

教の、道教の、孔子、孟子、老子の教えが全部壊

されてしまった、というのがこの六十何年間の毛

沢東が率いてきた共産党の罪だと、過ちではなく

て、罪だというふうに私は思います。 

どうもありがとうございます。 

 

司会 本当にわかりやすく、率直なお話をいた

だいてありがとうございました。 

最後に、ここに来る前に書いていただいたメッ

セージといいますか、揮毫をご紹介させていただ

きます。まさにいまお話が出た儒教に関係のある

揮毫で、「大公之正」と書いていただいたんです

が、若干説明をしていただけますか。 

平等でなく公正重要 

柯 「公正（ジャスティス）」という言葉のオ

リジナリティーのものです。私は最近、研究しな

がら、やはり古典を読むようにしていまして、自

分が若いころ中国にいて、古典が全く手に入らな

かったのです。中国の古典もそうだし、フランス

やイギリスやヨーロッパ、日本のも全く手に入ら

ない。 

日本に来て、もう宝物、ダイヤモンドがみつか

ったように、モンテスキューもあれば『君主論』

もあるし、孔子、孟子、『論語』、いま読んでい

て、その中で、やっぱり「公正（ジャスティス）」

という――私が幼いころ、中国は平等主義だ（と

いわれたけれども）、中国はみんな貧しい。でも、

平等じゃいけないので、公正なのですね。ジャス

ティス。ジャスティスがないと、いじめもあれば、

いいかげんないろんなことがあるわけですから、

だから、中国が本当にジャスティスを取り戻せる

かどうかというのが、これから我々が中国を占う

上で非常に重要なキーワードになっていくだろ

うというふうに思います。 

（文責・編集部）

 


